
































































































既　婚　者 2,733 62.3 100.0
　配偶者：在上海 1,308 29.4 47.2
　配偶者：在故郷 1,419 31.9 51.2














































































































































































学校略称（）内は 学校正式名称 類別 許可証(注2)
改名後の新校名 (注1) の有無
徐 郢都小学校 安徽省寿県郢都小学 Ａのち独立 有
利新小学校 安徽省寿県利新小学 Ｂ 有
匯 船漲小学校 安徽省寿県船漲小学 Ａのち独立 有
広豊小学校 民弁江西省広豊県 B 有
区 駐上海民工子弟小学
稚心小学校 江西省上饒稚心小学 B 有
城関第六小学校 安徽省南陵城関鎮第六小学 Ｂ 無
長 韓廟小学校 安徽省霍邱新店鎮韓廟小学 A 有
（育才小学校）
寧 城北小学校 安徽省寿県城北郷城北小学 Ａ　 有
（双長小学校）








































学校名 就学前 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 全校生徒数
クラス（注）
韓廟小学校 0 19 8 2 0 0 29
稚心小学校 22 18 0 0 0 0 40
自発小学校 0 42 0 0 0 0 42
蒋家塘小学校 22 34 13 0 0 0 69
城北小学校 0 41 24 18 0 0 83
広豊小学校 89 76 24 0 0 0 189
船漲小学校 30 100 57 26 21 16 250
郢都小学校 70 150 61 58 31 0 370
卉園小学校 0 200 130 85 75 0 490


































出身省 安徽 江西 山東 江蘇 福建 河南 湖北 浙江 四川 合計
人数（人） 31 12 5 3 3 1 1 1 1 58
構成（％）53.5 25.9 8.6 5.2 5.2 1.7 1.7 1.7 1.7 100.0
学校名 校舎の使用形態 教室数 運動場面積（㎡）
卉園小学校 公団住宅の２戸分を借用 7 100
郢都小学校 学校所在地の村所有の養豚場用地を 6 360
賃貸し、創設者が投資して校舎を建設
広豊小学校 野菜市場の中の公団住宅を借用 5 60
蒋家塘小学校 農民の民家家屋を借用 3 50








































































　　　　　　学年 就学前 １年 ２年 ３年 ４年 ５年
学校名 クラス
卉園教学点 350 350 360 370
郢都小学校 400 400 410 420 430
広豊小学校 350 350 350
蒋家塘小学校 340 360 380
稚心小学校 300 350
平均 347.5 362 372.5 390 400
　　　　　　学歴 中学 高校 中専 中専 大専 不明 教職員総数
学校名 （師範） （その他）（師範） （注）
卉園教学点 0 1 7 0 0 0 8
郢都小学校 0 1 1 1 3 3 9
広豊小学校 0 4 1 0 1 0 6
蒋家塘小学校 1 2 0 0 0 0 3
稚心小学校 0 2 0 0 0 0 2
　　合　　計 1 10 9 1 4 3 28
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したAのタイプの学校 3校では状況が異なり、育才小学校では教育委員会とのつながりが
強く、学校の収支記録帳簿を学校原籍地の教育委員会が調べ、足りない場合は補填すると
いうことであった。多くの場合、収支は赤字であるという。それに対し、双長小学校、船
漲小学校では、学校原籍地の教育委員会から財政的支援を受けてはいない。
④ 授業カリキュラムと卒業資格
先行研究及び筆者の調査対象となった全てのＡ、Ｂのタイプの学校で教育カリキュラム
と教材は学校原籍地の教育委員会の規定に沿ったものを採用している。A、Bの学校はどち
らも、生徒の学籍管理を行う、手続き上正式な学校である。生徒はそれぞれの学校で学校
の規定する５年または６年の過程を卒業すると、その学校において学校原籍地教育委員会
の小学校卒業認定試験を受け、学校原籍地教育委員会発行の小学校卒業証明書を受けるこ
とができる。その卒業証書により児童は、自分の戸籍所在地に帰ったり、上海の公立中学
校で「借読」の形をとるなどして初等中学校（日本の中学校に相当）に進学することがで
きる。
1998年 12月現在、ほとんどの学校で未だ卒業年次までの全クラスがそろわず、後１、
２年で完全な小学校としての学級編成が整うという段階にある。５年制の各学級を既にそ
ろえている育才小学校、双長小学校、６年制の船漲小学校それぞれの校長に卒業生の進路
を聞いたところ、大多数の児童がそれぞれの戸籍所在地に戻って中学に進学しており、上
海の公立中学校に進学したり、進学せずに上海で働くといった生徒はごく少数だというこ
とであった。なお、船漲小学校の朱校長は、保護者の要望を受けて、 1999年９月より「民
工子弟学校」中学部を開設予定であった。
⑤ 「民工子弟学校」のいくつかの特殊性
「民工子弟学校」は上海市政府の管理外の非公式な存在である。 そのため、公立学校入
学のためにはそろえなければならない必要書類の提出を求めない学校が多い。計画出産証
明書や暫住証明書などの提示を求めることなく子供を入学させるこれらの学校の存在は、
政府にとっては人口管理上やっかいな存在であるに違いない。しかし、これらの書類をそ
ろえられない生徒は「流動人口」中には現実に多くおり、そのような子供にも教育を受け
させることができるのは非公式な学校だからこそだという側面もある。また、貧困家庭の
生徒に対しては、筆者の調査対象であった４校全てで、学費の一部、または全額免除、滞
納などを認めているということだった。
いくつかの、比較的規模の大きな「民工子弟学校」では、運営の過程で上海の地域社会
による何らかの支援を受けている。広豊小学校では 1998年に上海出身の台湾人実業家から
300平方メートルの民家とそれに付随する 200平方メートルの空き地を無償で贈られ、そ
こに教室を移した。また、上海第八人民病院からは、公立小学校の児童と同じ料金で予防
接種を受けている。双長小学校では、上海の企業である緑地公司が校舎を建設し、安価で
賃貸できることが決まっている。船漲小学校ではやはり上海の企業である勝星公司の 50万
元余りの投資を受け、新しく安徽省寿県勝星実験小学校として「民工子弟学校」としては
最も大規模で設備の整った小学校を建設することが決まり、1998年 11月に建設予定地の
閔行区教育局の同意を得た。その他、多くの学校で、付近の公立校から中古の机や椅子を
譲り受けている。「民工子弟学校」が、徐々に上海の社会から認識され始め、支援が集まっ
ていると見ることができる。
3. 「民工」子女教育に関する若干の展望
（１） 教育界の動き
ここで、近年の中国教育界の動向を簡単に振り返りたい 28。中国における学校設立、運営
は計画経済期には全て国家、つまり中央政府によって行われたが、1978年の改革開放期以
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降、国家を唯一の学校設立・運営主体とすることの弊害が出てきた。企業、事業単位、社
会団体、個人などの民間の主体（「社会力量」）による学校設立、運営が徐々に起こるよう
になった。中央政府は 1985年以降、教育体制の地方化、若干の多様化を認める方針 29をと
り、特に1992年の鄧小平による南巡講話以降にはこれらの学校が急速に増えた。また、1997
年には国務院から「社会力量弁学条例」 30が公布されて具体的な措置や方向性が示された。
同条例は主に職業教育、成人教育、中等教育、就学前教育を行う民間教育機関を対象とし、
また義務教育を行う民間の教育機関を国家による義務教育の補助手段として奨励するもの
としている。民間の教育機関は法律を遵守し、国家の教育方針を守り、教育の質を維持し
なければならず、国家はその合法的権益を保障する。
こうした学校設立に関する規制緩和の動きが、「民工子弟学校」の実現に大きく貢献して
いる。上海の「民工子弟学校」の多くが、一般に学校創設者の戸籍所在地の教育行政部門
から「民間による学校開設許可証」（「社会力量弁学許可証」）の発行を受けている。その
ことで、一定の合法的立場を保っているのである。
中国では、1985年の「教育体制改革に関する中共中央の決定」から一貫して９年制義務
教育の普及が目標とされてきた。その結果 1998年の時点で小学校入学率は 98.9％に達した
とされる。しかし一方で、1997年の「流動人口」中に占める学齢期の児童・生徒数が相当
数に上っており、義務教育普及の新たな阻害要因となっている 31。
この趨勢に対して、国家教育委員会でも「民工」を主とする「流動人口」の子女教育問
題対策にのり出した。1996年4月に試行32、1998年３月から正式に公布された「外地戸籍
児童・生徒就学暫時措置法」（「流動児童少年就学暫行弁法」）では、主に以下の６点が定
められている。①外地戸籍児童・生徒の就学は流入先の土地の全日制小中学校における「借
読」を主な手段とする。②「借読」の申請には「流入地暫住証」の提示があれば良い。③
「借読」の条件が整わない生徒は各種の学校、「教学班」などで非公式な教育を受ける。④
企業・事業組織・民間団体・個人などは流入地の市・区人民政府の承認を得て外地戸籍児
童・生徒のための学校、「教学班」などを設置することができる。全日制小中学校は現在の
校舎を利用し、退職・離職した教員など教員資格を有する者を招いて外地戸籍の生徒を対
象とした「教学班」を設置することができる。これらの学校、「教学班」は相当の学業証明
書を出す。⑤流入地市・区教育行政部門はこれらの生徒のために「臨時学籍」を設け、そ
の生徒数はそれぞれの生徒の戸籍所在地の就学者数統計に含む。⑥流入地の市・区人民政
府は生徒に対しむやみに費用を徴収する区内の学校、「教学班」に罰則を課す権限を持つ。
同法では、これまで言及されなかった「流動人口」中の学齢児童・生徒に対する、流入
地政府関係部門の責任を明言している。また、「借読」に対する補助的手段として「教学班」
などの非公式な教育を受けることに言及している点で、ある程度現実をふまえたものと評
価することができる。
（２）「民工子弟学校」をめぐる新しい動き
筆者が訪れた４校の「民工子弟学校」中、２校が 1997年５月の先行研究の調査時点から、
学校名を改名している。現在では、韓廟小学校（1996年設立）は育才小学校、城北小学校
（1995年設立）は双長小学校と改名している。それぞれ校長に理由を尋ねたところ、どち
らも旧校名は学校原籍地にある小学校の名前で、学校創設時にはそ れらの学校の分校とし
て上海に開校したということであった。双長小学校校長への筆者のヒアリングによると、
分校時代は授業カリキュラム、使用する教科書等、全て原籍地の本校のものを使用しなけ
ればならず、学校としての自主権は小さかった。その後、教委によって本校からの独立を
認められたため、改名し、旧本校である故郷の城北小学校からは完全に独立した安徽省寿
県籍の双長小学校という地位になったという。本校の表２中の「独立」という表記にはこ
のような事情があるものと考えられる。
上海での「民工子弟学校」運営には、開校に伴う諸手続や 運営の経験・知識などがない
ために、創設者はそれぞれに苦労してきたことがうかがえる。そのような現状から、 1998
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年８月に、安徽省寿県の教育委員会では上海の寿県籍の「民工子弟学校」を監督、管理す
る組織を作った。正式名称を「安徽省寿県教委駐滬社会力量弁学管理弁公室」（安徽省寿県
教育委員会上海における民間学校創設管理事務所）というこの組織は、勝星実験小学校開
校後は同校内に事務所を構える予定で、活動内容としては上海にある全ての寿県籍「民工
子弟学校」を把握して学校運営の状況、教育の質、学費徴収状況などに不正がないか取り
締まり、新しく学校を開校する寿県籍の学校には開校時の手続きや方法を指導するとのこ
とであった33。
上海の「民工子弟学校」の中で、船漲小学校の朱校長、広豊小学校の汪校長など比較的
規模の大きい学校の校長は、いくつもの分校を持ったり、求められておなじ原籍地の他校
にノウハウの指導をしたりしていた。このような組織によって学校間のネットワークがで
き、経験や知識を共有することが期待される。また、「民工子弟学校」の増加と共に、営利
目的で開校して質の悪い授業を行ったり、学費のとり逃げをする悪質な学校の存在が増え
てきたというが、これらの学校を取り締まる意味でも、各学校の校長からはこのような管
理主体の確立が歓迎されている。
（３）「民工」子女教育の今後
「借読」制度による外地戸籍生徒の受け入れについて、先行研究では公立学校の生徒収
容能力上、現状では限界があると指摘している34。しかし、上述のように国家教育委員会及
び地方教育行政部門による積極的な取り組みが見られるとしたら、今後「借読」制度によ
る受け入れ基盤は拡大すると考えられる。なぜなら、近年上海市の小学校入学者数は一人
っ子政策による少子化の影響を受けて急激な減少傾向にあり、1998年は卒業生数約 17万
人に対して入学者数約 10万人であり、これは去年の入学者数に対しても約２万人の減少と
なっているからである。小学校入学者数は今後さらに減少し、最低時には６万～８万人に
なると予測されている35。また、このような公立校の正規の過程での受け入れの他に公立校
の空き教室を使って、「下崗」教員、退職教員が非公式な学校や「教学班」の形での「民工」
子女教育にのり出すことも考えられる。
では、通学する生徒の側に「借読」の条件は整うだろうか。現在、「民工」子女の間で「借
読」制度による上海の学校への就学が普及しない要因として、経済的要因の他に、書類の
不携帯や非合法滞在・計画外出産等による非合法者の存在がある。非合法な立場にいる子
供には公立の学校での「借読」は認められない。また、上海の学校では「民工」家庭の子
供達が上海人の同級生に「田舎者」、「貧乏人の子」などとしていじめられるため、「民工子
弟学校」に転入した、等の例もあった。
「民工子弟学校」は、上海の公立校での「借読」の道が十分に開かれるまで、少なくと
も今後数年間は過渡期の教育機関として、引き続き重要な役割を担うことになろう。特に、
人口の流動化と共に増加しているといわれる計画外出産による多子家庭、非合法滞在者な
ど非合法な立場にあるために公的な学校に通うことのできない子供を抱える家庭にとって
は、唯一の教育機関として、今後も重要な役割を果たし続けるものと考えられる。
おわりに
転換期にある現代中国社会では、旧来の諸制度が廃止・改編を余儀なくされている。そ
の転換期の変化のあり方として、「大抵の場合、現実の諸変化に突き動かされて中央政府が
その重い腰を上げることが多い36」というのが中国研究者・観察者の間でのある程度共通の
実感であろう。本稿における「民工子弟学校」開設の動きにおいても、発端は「民工」と
して個人的に上海に出た者達が制度の空白に困って起こした小規模な要求運動であった。
それに応じて、彼らに最も近い行政機関である地方自治体が現行制度内での解決にのり出
した。故郷を離れて各地に出稼ぎに行った「民工」達を出身地の行政が強く支持する例は
中国ではしばしば見られている。そのような「民工」達、或いは各地方政府独自の小さな
動きをきっかけとして生まれた変化の一つとして、彼らの動きが中央政府にも事態の再認
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識や対策の変化を引き起こしていった点で、この事例は興味深い。
また、戸籍制度との関連で見るならば、諸制度の廃止、改編を受けて従来都市戸籍が持
っていた実質的価値が低下しつつあるといわれる 37。本来は都市戸籍を持つことによってし
か達成できなかった諸機会へのアクセスが、他の手段によっても達成されるのであれば、
都市戸籍の実質的価値は低下し、二元的戸籍制度による格差は将来的には消滅すると考え
られる。子女に教育を受けさせる権利は、都市戸籍者に残された数少ない特権の１つであ
る。これが、「借読」、或いは「民工子弟学校」、「教学点」などの手段を通して、非都市戸
籍者であっても実質的に同等程度の教育を子女に受けさせられるようになるとすれば、戸
籍制度による格差を内包した分断社会が消滅・改善の方向にもう一歩、進むことになろう。
別の側面では、現在は都市民との格差や差別に苦しむ「民工」たちが、子女教育の在り方
によっては子供の将来のために進んで都市部での悪条件の労働に就こうとすることも考え
られる。
最後に「民工」子女教育問題研究の今後の課題として、以下の２点を指摘したい。第１
に、上海の「民工子弟学校」研究に関する課題として、上海では「民工」子女教育問題解
決には「民工子弟学校」が重要な役割を果たしていたため、今後 、設立過程や管理・監督
における地方教育委員会の取り組みに関する調査、新しくできる勝星実験小学校 38の追跡調
査などが望まれる。一方で、公立校による「民工」子女受容の動きにも今後注目していく
必要がある。第２に、中国の「民工」子女教育問題全体の研究にとっては、「民工」の流入
が多い中国の他の都市での取り組みも検討する必要があろう。例えば、上海市とほぼ同規
模の「民工」流入があると考えられる北京市においては、「浙江村」、「新疆村」、「安徽村」
など、同郷出身の「民工」による集住コミュニティが存在する 39にもかかわらず、子女教育
に関してはむしろ北京市の公立校での受け入れが中心であると報告されている 40。中国の他
の都市における「民工」子女教育問題との比較研究も、中国全体にとってのこの問題の構
図を理解する上で今後重要になるものと考える。
＊本稿の執筆およびその基礎となった調査過程においては、一橋大学社会学部の浅見靖仁
助教授に御指導を頂いた。記して感謝申し上げたい。
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